
２０２３年度事業報告書 

（２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日まで） 

 

      特定非営利活動法人ホームレス支援全国ネットワーク 

 

１ 事業の成果 

  当法人は、全国各地でホームレスや生活困窮者等の支援活動等を行う各団体のネットワーク組織と

して、会員団体と連携のもと、ホームレス等の社会的処遇の改善や安定した就労の場の確保等の自立

支援に関する事業や、実情把握のための調査研究事業等に取り組んでいる。 

2023 年度は、共生地域創造財団と連携し、2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震の被災地支援

に取り組んだ。応援スタッフを派遣し、集まった支援物資を避難所に届けるなどの活動を支援した。

また、理事を中心としたメンバーによる会員訪問による交流や、会員限定の研修会を３回行い、支援

する側の法人の人材育成、組織基盤強化に努めた。 

これら独自活動と並行し、厚労省補助事業「2023 年度社会福祉推進事業」として、「自治体におけ

る生活困窮者の効果的な把握手法及び居住支援効果を高める連携手法等の調査研究」を有識者・自治

体職員等の協力のもと実施した。 

また、包括的支援の流れの中で重要性の高まっている「伴走型支援」については、一般社団法人日

本伴走型支援協会に伴走型支援士の認定活動を引継いだものの、当会員団体の人材育成の観点で「伴

走型支援士の認定」のスクーリングへの側面的フォローを行い、伴走型支援士の養成による普及に努

めた。 

   

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 
  

定款の事業名  
（１） ホームレス状態にある人々に対する応急援護支援に関する事業 

（９） 災害による被災者に対する支援活動及び復興活動 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

【１．震災支援事業】 

◆ 事業内容 

公益財団法人共生地域創造財団と連携して震災支援を進める。 

 ◆ 事業実績 

 ① 財団への理事派遣（奥田理事長、副田理事） 

 ② 財団への評議員派遣（高沢理事） 

◆ 事業内容 

  保養・避難を求める方と支援する団体の双方を支援する団体と協働して震災支

援を進める。 

◆ 事業実績 

加盟日 連携団体 

2014年 4月 2日 ３１１受入全国協議会 

 

 



 

 

 

 

 

 

【２．応急支援事業】 

◆ 事業内容 

新型コロナウイルス対策と併せて、困窮状況にある方々へのマスク、消毒薬配

布活動他。 

 ◆ 事業実績 

①例年同様、年末年始の各地区の支援活動の情報を収集し、行政の休みになる

年末年始に行き場が無くて困る方が出ないことを目的に、会員・非会員に関

わらず支援情報を一覧に纏め、ホームページに掲載した。 

また、厚労省にも情報提供し、厚労省を通じ各自治体窓口に伝達。 

よりそいネットワークでも情報の活用と拡散が行われた。 

②内閣官房孤独孤立室からの年末年始の緊急対応に関する協力要請の情報を会

員に提供した。 

③2024年能登半島地震対応について、災害支援金を活用し、共生地域創造財団

の現地支援活動に協力、応援スタッフの派遣を行った。 

 

実 施 日 時 通年 

実 施 場 所 全国各地 

従事者の人数  多数 

受益対象者の範囲及び人数 多数 

支出額（千円） １,４３８千円 
 

 

定款の事業名 

（２）ホームレス状態にある人々への相談事業 

（３）ホームレス状態にある人々に対する就労支援に関する事業 

（４）ホームレス状態にある人々に対する住宅確保支援に関する事業 

（５）地域生活の継続を支えるためのアフターケアに関する事業 

 

 

事 業 内 容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１．当事者支援連携事業】 

◆事業内容  

全国組織の強みを生かし、各地から届くＳＯＳ連絡に迅速に対応する。 

◆事業実績  〔ＳＯＳ対応件数〕 今年度 １８件（昨年度１０件/年） 

月 問合せ詳細 対応依頼先 

2023年 

４月 

東京  1件 

神奈川 1件 

⇒（一般の方よりの通報）もやい 

⇒ライフサポートきずな（高沢理事から川崎の団体

に繋いでいただいた） 

５月 
岡山  １件 

神奈川 １件 

⇒岡山市寄り添いサポートセンター 

⇒横浜市福祉協議会と、ライフサポートきずな 

６月 大阪  １件 ⇒地区の自立相談窓口 

７月 

静岡  １件 

大阪  １件 

京都  １件 

⇒POPOLO 

⇒東淀川区暮らしの実り相談窓口 

⇒（一般の方よりの通報）市役所の生活保護課で対



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応が無い為相談。京都市役所の生活福祉課自立

支援担当 

８月 
宮崎  １件 

 

⇒のべおか自立相談支援センター、保証人について

は宮崎居住支援法人（宮崎文化本舗） 

９月 
大阪  １件 ⇒抱樸コールセンター ⇒東淀川区自立相談（くら

しのみのり相談窓口） 

10月     ０件  ― 

11月 

東京  １件 

岐阜  １件 

長崎  １件 

⇒（一般の方よりの通報）ふるさとの会 

⇒名古屋 共生福祉会 

⇒行方不明について会員に問い合わせ 

12月     ０件 ― 

１月 大阪  １件 ⇒釜ヶ崎支援機構と大東ネットワーク 

２月     ０件  

３月 

福岡  １件 

福岡  １件 

三重  １件 

神奈川 １件 

⇒不動産店を案内 

⇒北九州市であったため、NPO法人抱樸に対応依頼 

⇒自立相談、居住支援法人を案内 

⇒NPO法人サマリア・事務局 
 

実 施 日 時 通年 

実 施 場 所 全国 

従事者の人数 多数 

受益対象者の範囲及び人数 多数 

支出額（千円） ９７９千円 

 

定款の事業名 (６)ホームレス状態にある人々の実情把握のための調査研究事業 

事 業 内 容 

◆事業内容 

＜厚労省2023年度社会福祉推進事業＞ 

・事業テーマ：『自治体における住まいに不安を抱える生活困窮者の効果的な把握

手法及び居住支援の効果を高める連携手法等の在り方に関する調査研究』 

◆事業実績 

・全国の福祉事務所設置自治体の生活保護所管部局と一時生活支援事業実施自治

体へアンケート調査を実施。 

（発送９０７、回収４１０、回収率約４５．２％）。 

・1月より全国11の自治体へヒアリングを実施。 

・計３回の検討委員会及び、必要に応じ作業部会を開催し、報告書をとりまとめ

た。 

 

実 施 日 時  通年 

実 施 場 所  全国 



従事者の人数  多数 

受益対象者の範囲及び人数  多数 

支出額（千円） ９,１５４千円 

 

定款の事業名 (７)ホームレス状態にある人々の社会的処遇改善に資する広報・啓発事業 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１．広報事業】 

◆事業内容 

全国ネット加盟団体が迅速に情報を手に入れることができるように事務局体

制を整備する。 

◆事業実績 

①会員向けの情報サービス（事務局通信）を継続実施。 

〔事務局通信の配信記録〕※ 毎週火曜日 

  2023年 4月 4日 第 413号 ～ 2024年 3月 26日 第 460号 

② ホームページの拡充を実施。 

年   月 総アクセス数 月間アクセス数 

2023年 3月 31日 344,039件  

2023年 5月 1日 344,992件 4月  953件 

2023年 6月 1日 345,911件 5月  919件 

2023年 7月 1日 346,799件 6月  888件 

2023年 8月 1日 347,576件 7月  777件 

2023年 9月 1日 348,194件 8月  618件 

2023年 10月 1日 348,876件 9月  682件 

2023年 11月 1日 349,644件 10月  766件 

2023年 12月 1日 350,459件 11月  815件 

2024年  1月 5日 351,872件 12月 1,413件 

2024年 2月 １日 352,575件 1月  703件 

2024年 3月 １日 353,172件 2月  597件 

2024年 4月 １日 353,769件 3月  597件 
 

実 施 日 時 通年 

実 施 場 所 北九州 

従事者の人数 １ 

受益対象者の範囲及び人数 多数 

支出額（千円） ６１５千円 

 



定款の事業名  (８)ホームレス支援団体間のネットワーク・共同事業の推進 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１．ネットワーク強化】 

◆事業内容：理事訪問によるコミュニケーションアップ 

コロナ禍で会員間の交流が少なくなったことを踏まえ、理事が各地団体を訪

問し、事務局通信での会員紹介を企画。2022年度４団体に続き、2023年度も訪

問を継続。 

◆事業実績 

①合同会社 cityriverstyle 

2月 9日に２名が訪問。 

②ほか、１件の訪問を予定していたが、災害発生により日程再調整。 

 

【２．人材育成事業】 

◆事業内容 

 会員向けの講演や研修会を実施し、会員の活動の向上につなげると共に、会

員同士の連携を図る。 

◆事業実績 

①（第 1 回）会員限定研修会 

日時：2023年 6月 20日、総会終了後 

内容：アフターコロナの支援の在り方と題して、多機関連携について事例報

告と、ディスカッションを実施。 

基調講演：トイミッケ 根本真紀氏 

題目：「社協だから出来ること、NPOだからできたこと」 

会員発表：サマリア、パーソナルサポートセンターでの連携事例 

②（第２回）会員限定研修会 

 日時：2023年 9月 19日（火）14：00～16：30 

場所：東京都港区芝大門 2-1-12 KDX芝大門ビル人権ライブラリー  

受講料：無料 

内容：『依存症の回復とその支援について』 

    国立研究開発法人国立精神･神経医療研究センター精神保健研究所休

薬物依存研究部 部長／薬物依存症センター センター長 松本俊彦氏

を講師にお迎えし、開催。 

③（第３回）会員限定研修会 

日時：1日目 2023 年 11月 24日(金)13:30-15:30 

2日目 2023 年 12月 5日(火)13:30-15:30 

会場：オンライン（Zoomミーティング） 

講師：杉谷 有二氏（株式会社 電通） 

主催：特定非営利活動法人ホームレス支援全国ネットワーク、特定非営利活

動法人日本 NPOセンター 

内容：「伝えるコツ」セミナー（日本 NPOセンターの提案） 



「うまく伝える」ことがきっかけとなり、NPOの活動がもっと広がるこ

とを目的に、会員スタッフの広報力・コミュニケーション能力向上の

ためのセミナー 

参加者：９名。 

 

【３．伴走型支援の理解・促進事業】 

◆事業内容 

過去に伴走型支援士１・２級を取得し、有効期限到来した人の更新手続き、お

よび伴走型支援の再認識を促す。 

◆事業実績 

・2023年 3月 更新案内送付（１９９人）。 

 ・更新申込者（９５人）に、YouTube動画を発信。 

    ①なぜ伴走型支援が必用なのか 北九州市立大学 稲月正先生 

    ②伴走型支援とは何か 全国ネット理事長 奥田知志 

 ・2024年 5月 更新者（９５人）に認定証、認定カード送付 

 

実 施 日 時 通年 

実 施 場 所 北九州・全国 

従事者の人数  多数 

受益対象者の範囲及び人数 多数 

支出額（千円） 1,133千円 

 

定款の事業名 (10)その他定款第 3条の目的を達成するために必要な事業 

事 業 内 容 実施しなかった 

実 施 日 時 ― 

実 施 場 所 ― 

従事者の人数 ― 

受益対象者の範囲及び人数 ― 

支出額（千円） ― 

 


